
特定都市河川流域内の土地の貯留機能の保全の促進

○特定都市河川流域では、浸水の拡大を抑制する効用をもつ河川沿いの低地や農地等を貯留機能
保全区域に指定し、その土地が元々有する貯留機能の保全を図ることが可能。

○関係者の同意・協力を促すため、貯留機能保全区域の指定に伴う負担軽減のための支援を拡充。

背景・課題 新規事項

○貯留機能保全区域は、洪水・雨水の貯留機能の保
全を図ることができる一方、土地所有者には、洪水・
雨水出水時に浸水を許容していただくことが必要。

○区域の指定は、流域全体の治水安全度の向上に資
するものであり、土地所有者に負担が偏らないよう、
当該負担の軽減に地域の関係者が協力するインセ
ンティブを高め、都道府県知事等による指定を促進
することが重要。

貯留機能保全区域
ポンプ車等の整備
への支援を強化

区域指定のフロー

貯留機能保全区域（案）の作成
（予め流域内で指定対象となる土地を検討）

・地元説明会の開催
・関係者間で主体的な議論ができる
ワークショップ等の機会の提供 等

流域水害対策計画において
貯留機能保全区域の指定の方針を明示

土地所有者の同意、市町村長への意見聴取

都道府県知事等による指定（公示・通知）

貯留機能を
有する土地

用水路の環境改善（土砂掘削等）

（平成28年台風16号 北川水系北川 家田地区）

１．流域治水

5

貯留機能を有する土地のイメージ

○貯留機能保全区域の土地所有者の負担軽減において、
あらゆる関係者の協力を促すため、以下の制度を拡充。

■貯留機能保全区域における貯留後の早期排水の支援

対象：地方公共団体（都道府県、市町村）
拡充内容：貯留機能保全区域において洪水・雨水を貯留後、早期に

排水するための排水施設の整備を、特定都市河川浸水被害対策
推進事業の補助対象に追加

■貯留機能保全区域における土砂掘削等の環境整備

対象：河川管理者（国、都道府県）
拡充内容：土砂掘削等の環境改善を行う対象範囲に貯留機能保全

区域を追加（総合水系環境整備事業、統合河川環境整備事業）

新規
事項




